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１ 事業の趣旨 

中小企業・小規模企業が事業を継続し、将来に向けて発展させていくためには、円滑な

事業承継が不可欠です。事業承継には５～１０年の期間が必要と言われており、事業承継

計画を作成して会社の課題を認識し、早めに事業承継に着手することが大変重要です。 

また、（株）帝国データバンクの調査（「事業承継に関する企業の意識調査（２０２０

年）」）によると、「事業承継を行ううえで苦労したこと、しそうなこと」として、約５

割の企業が「後継者の育成」を挙げて第１位となるなど、後継者の育成は、事業承継の最

も困難かつ重要な課題の一つと考えられます。 

このような背景から、佐賀市では、支援機関の支援を受け、事業承継計画の作成に取り

組む市内中小企業・小規模企業の円滑な事業承継を支援するため、後継候補者が外部研修

を受講し、育成を図るときの経費の一部を補助する制度を創設しました。 

 

２ 支援内容 

本事業は、佐賀市事業承継支援事業費補助金交付要綱に基づき実施し、支援内容等は次

のとおりとします。 

補助対象者 

次の全てを満たす者であること。 

(1) 市内に本社又は主たる事業所を有する中小企業者 

(2) 支援機関の支援を受け、事業承継計画書を作成すること。 

(3) 市税の滞納がないこと。 

(4) 暴力団又は暴力団員が関与する事業、風俗営業等でないこと。 

※支援機関：中小企業等経営強化法に基づく認定経営革新等支援機関

（市内に事務所等を有する者に限る。）、佐賀県事業承継・引継ぎ

支援センター、日本政策金融公庫佐賀支店 

補助対象事業 

補助対象事業者が、後継候補者を育成するため、後継候補者（申請

者が経営する中小企業で勤務している正規従業員に限る。）に対し、

次のいずれかの機関が実施する研修（オンラインで受講する研修を含

む。ただし、研修機関等が研修修了書を発行する研修に限る。）を受

講させる経費 

(1) 公的研修機関 

(2) 試験研究機関、教育訓練機関、中小企業団体、事業協同組合等 

(3) 専門的な研修を行っている民間団体又は企業等 

※研修効果を高めるため、研修内容の決定に当たっては、支援機関と

相談するようにしてください。 

補助対象経費 

研修費（受講料、教材費等研修の受講に要する費用） 

※補助対象経費とならないもの 

・宿泊費 



3 

 

・交通費 

・資格取得のための検定料 

・社内研修に要する経費 

・消費税額及び地方消費税額 

・金融機関等への振込手数料 

※国又は本市以外の地方公共団体等から補助金の交付を受けている

事業は除きます。 

補助率 
補助対象経費の３分の２以内 

※千円未満の端数切捨て 

補助金の上限額 
３０万円 

※複数の研修に係る経費を合算可能 

 

３ 補助金申請の手続 

(1) 申請書等の配布 

本事業の申請書等の様式は、市ホームページからダウンロードしてください。 

※ホームページ：https://www.city.saga.lg.jp/main/74667.html 

(2) 補助金交付申請書の提出 

ア 提出書類 

①補助金等交付申請書（様式第１号） 

②研修計画書（様式第２号） 

③支援確認書（様式第３号） 

④研修機関等が発行する研修案内等（補助対象経費について確認ができるもの） 

⑤法人登記簿謄本（現在事項証明書）又は確定申告書の写し 

⑥市税の完納証明書 

⑦誓約書（様式第４号） 

⑧その他市長が必要と認める書類 

イ 提出先 

佐賀市経済政策課経営支援係 

〒840-8501 佐賀市栄町１番１号（佐賀市役所本庁舎６階） 

ウ 受付について 

※受付は先着順とし、随時受け付けます。 

※予算額に達し次第、受付を終了します。 

エ 提出方法 

上記アの提出書類を、１部持参してください。 

(3) 補助金交付の決定 

補助金交付申請書に基づき要件審査を行い、適当と認められた場合、補助金交付を決
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定し、通知します。 

※補助金の交付は、同一の補助対象事業者につき１会計年度において、１回とします。 

(4) 補助事業の実施 

補助金交付決定後、補助事業を実施してください。補助事業の内容に変更が生じた場

合は、補助事業等変更申請書（規則様式第３号）に、上記アの②、③（変更後のもの）

を添えて提出し、事業変更手続を行ってください。 

※次の場合は「軽微な変更」として取り扱い、事業変更手続を行う必要はありません。 

・補助事業の経費所要額の２０パーセント以内の変更であり、かつ、補助金額が減額

となるとき。 

・補助事業の内容のうち、目的及び効果に影響しない程度の事業計画の細部を変更す

るとき。 

※補助事業を、やむを得ず中止する場合は、速やかに市へご相談ください。 

(5) 実績報告書の提出 

ア 提出書類 

①補助事業等実績報告書（様式第５号） 

②研修報告書（様式第６号） 

③事業承継計画書（様式第７号） 

④領収書等の写し 

⑤研修機関等が発行する研修修了書の写し 

⑥その他市長が必要と認める書類 

イ 提出先 

佐賀市経済政策課経営支援係 

〒840-8501 佐賀市栄町１番１号（佐賀市役所本庁舎６階） 

ウ 提出期限 

補助事業の完了日から３０日を経過した日又は令和６年３月３１日のいずれか早

い日までに提出してください。 

エ 提出方法 

・上記アの提出書類を、提出期限までに１部持参してください。 

(6) 補助金の確定 

実績報告書に基づき完了検査を行い、適当と認められた場合、補助金額を確定し、通

知します。 

(7) 補助金の請求 

補助金額の確定後、速やかに補助金等交付請求書（規則様式第７号）を提出して

ください。 

請求書を受理した後、指定された口座に補助金を振り込みます。 
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４ 注意事項 

・補助対象となるのは今年度行う事業のうち、「交付決定通知」があった日以降に行う経

費です。それ以前に着手した経費は、補助対象外となります。 

・補助金交付申請書に記載された「完了予定年月日」までに、支払行為を含む全ての事業

を完了してください。 

・交付申請書の記載内容や事業計画に変更があった場合は、速やかに「５ 問い合わせ」

先まで連絡してください。 

 

５ 問い合わせ先 

佐賀市経済政策課経営支援係 

〒840-8501 佐賀市栄町１番１号（佐賀市役所本庁舎６階） 

Tel  ０９５２－４０－７１０２ 

FAX  ０９５２－２６－６２４４ 

E-mail keizai@city.saga.lg.jp 
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６ 補助金申請の手続き（フロー図） 

 


